
　株主の皆さまには、日頃より多大なるご支援とご理解を賜り、厚く御礼申し上げます。
　2021年6月25日付で、代表取締役社長に就任いたしました谷合祐一でございます。
　甚だ微力ではございますが、株主の皆さま及び社業発展のために、一層精励してまいる覚悟でござい
ますので、ご支援を賜りますよう、お願い申し上げます。
　さて、弊社事業を取り巻く環境は、人口の減少、高度成長期に布設された水道管の老朽化や耐震化
の問題など大きく変化しております。さらに、昨今の新型コロナウイルス感染拡大に伴い、社会経済
構造の様々な変容に晒されております。このような環境下、時代や環境の変化に的確に対応し、お客様
のご要望にお応えした新製品や災害に強い付加価値の高い製品の開発を高め、次なる成長に向けて取り
組むとともに、ライフラインの一翼を担う企業として、より快適で、より豊かな社会環境の実現に向け、
これからも貢献してまいります。
　第65期連結会計年度（2020年4月1日～2021年3月31日）の事業概況と決算についてご報告申し
上げます。
　当連結会計年度におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感染症の世界的な拡大の影響を受け、
経済活動の停滞が続く厳しい状況で推移しました。感染拡大の防止策を講じつつ、社会経済活動の
レベルを引き上げていくなかで、個人消費や生産、輸出に持ち直しの動きが見られたものの、昨年末
以降の感染再拡大を受けて景気の減速感は強まっており、先行きは依然として不透明な状況が続いて
おります。
　当社グループの事業に関連する新設住宅着工戸数は、消費増税後の反動減に新型コロナウイルス
感染症の影響が加わり、年間を通じて低調に推移しました。主要原材料である銅の国際価格は、年明け
以降、2011年以来の高値を記録するなど上昇基調を強めております。当社グループを取り巻く環境は
引き続き厳しく、これらの動向をしっかりと見極め、状況に応じた適切な対応が必要になっております。
　このような状況下、当社グループは、社員と社員の家族及び関係者の安全確保を最優先とし、感染
リスクの低減を図りながら、事業活動を継続してまいりました。給水装置事業におきましては、コロナ禍
で民間工事が低迷する中、水道事業体が発注する布設替工事への製品納入に注力しつつ、あわせて
各種製品の小型・軽量化、部品の共通化による製造コストの削減に取り組んでまいりました。住宅
設備事業におきましては、ハウスメーカーやパワービルダーへの販路拡大を推進するとともに、連結
子会社化した前澤リビング・ソリューションズ株式会社とのシナジー効果を追求してまいりました。
　これらの結果、当連結会計年度の連結業績は、売上高275億12百万円(前期比14.3％増)、営業
利益25億98百万円(同2.4％減)、経常利益26億83百万円(同1.4％減)、親会社株主に帰属する当期
純利益18億66百万円(同4.3％増)となりました。
　株主の皆さまにおかれましては、今後とも一層のご支援、ご協力を賜りますようお願い申し上げます。

2021年6月

新社長ご挨拶

株主の皆さまへ T o  O u r  S h a r e h o l d e r s

代表取締役社長

証券コード 6485

2020年4月１日～2021年3月31日まで

第 65 期 報 告 書
大切な水と　皆さまの　暮らしをつなぐ

売上高 経常利益 親会社株主に帰属する
当期純利益

275億12百万円 26億83百万円 18億66百万円
（前期比）14.3％ （前期比）△1.4％ （前期比）4.3％

財務ハイライト F inanc ia l  H i gh l i gh t s
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「きれいな水」「安全な水」「おいしい水」をお届けすることが 私たちの使命です。
　私たちの生活になくてはならない水。その水をお届けするための水道用給水装置は、生活に欠かせない重要な ものです。前澤給装工業は給水
装置のトップメーカーとして、水道用給水装置から屋内給水給湯配管、暖房製品に至るまで、ライフラインに関わる 製品を高度な技術と、しなやかな
発想で創り出し、皆さまにご提供しております。

わたしたちの製品 P roduc t s
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事業別の概況 Bus iness  Ove rv iew

トピックス Top ics

給水装置
事業

給水装置事業におきましては、第3四半期以降、
徐々に回復基調で推移しましたが、新型コロナ
ウイルス感染症の拡大に伴う新設住宅着工戸数
の減少もあり、新設需要向けの販売が減少した
こと等から、売上高は前期比9.1％減の157億
43百万円となりました。セグメント利益は、
主要原材料である銅の価格が、第2四半期以降、
前期を上回って推移しましたが、前期実施した
製品価格改定による利益率の改善効果等もあり、
前期と同水準の48億91百万円となりました。

売上高 前期比

2021年
3月期

15,743

4,891

2020年
3月期

17,325

5,059

157億43百万円 ＞＞＞9.1％減

セグメント利益 前期比

48億91百万円 ＞＞＞3.3％減

住宅設備
事業

住宅設備事業におきましては、新型コロナ
ウイルス感染症の拡大により建築工事の中断・
延期等が生じたことや新設住宅着工戸数の落ち
込みの影響を受けて継手や暖房部材等の販売が
減少したものの、前期末に連結子会社化した
前澤リビング・ソリューションズ株式会社の
業績が加わり、売上高は前期比79.3％増の
110億46百万円、セグメント利益は、前期比
75.2％増の20億84百万円となりました。

売上高 前期比 11,046

2,084

2021年
3月期

6,161

1,189

2020年
3月期

110億46百万円 ＞＞＞79.3％増

セグメント利益 前期比

20億84百万円 ＞＞＞75.2％増

商品販売
事業

商品販売事業におきましては、鋳鉄商品の販売
が増加したことから、売上高は前期比3.1％増の
23億59百万円となりました。セグメント利益は、
販売構成の変化により23百万円となりました。

売上高 前期比
2,359

23
2021年
3月期

2,288

2020年
3月期

67

23億59百万円 ＞＞＞3.1％増

セグメント利益 前期比

23百万円 ＞＞＞65.2％減

（百万円）■■■ 売上高　■■■ セグメント損益

第65期記念配当実施のお知らせ
当社は、株主の皆さまへの利益還元を経営の重要施策として位置づけ、

安定した配当還元を維持しつつ、利益成長機会とのバランスや資本の
効率性を踏まえた機動的な自己株式取得等の実施により、中長期的に
株主還元の強化を目指すことを基本方針としております。
おかげさまで当社は1957年1月設立以来、第65期を迎えることが

できました。これもひとえに株主の皆さまをはじめ関係各位の温かい
ご支援の賜物と心から感謝申し上げます。
つきましては、株主の皆さまに感謝の意を表するため、第65期を記念

して、1株当たり5円の記念配当を実施させていただくことといたしま
した。この結果、2021年3月期の期末配当は普通配当20円に記念配当
5円を合わせた25円とし、2021年6月28日よりお支払いを開始しており
ます。この期末配当を実施しました結果、中間配当を含めました年間
配当は1株につき、45円となりました。

株主優待制度変更のお知らせ
当社は、株主の皆さまからの日頃のご支援に感謝するとともに、当社

株式への投資の魅力を一層高め、より多くの方々に当社株式を保有して
いただくことを目的として、株主優待制度を実施しております。
この度の株式分割に伴い、昨今の配送費の高騰、保有株式数による

還元バランスの公平性を勘案し、以下のとおり株主優待制度を変更
させていただくことといたしました。

（注）  当社は、2021年4月1日付で普通株式1株につき2株の割合で株式分割を
行っております。上記の配当金については当該株式分割前の実際の配当
金の額を記載しております。

2012年
3月期

2013年
3月期

2014年
3月期

■普通配当　■特別配当　■記念配当　　1株当たりの配当金

35 35 35 35
40 40
5 3

40 373
40
3

2015年
3月期

2016年
3月期

2017年
3月期

2018年
3月期

2019年
3月期

2020年
3月期

2021年
3月期

1株当たりの配当金　（単位：円）
45
5

2021年3月31日基準日の株主様
保有株式数 株主優待内容

100株以上1,000株未満 新潟県魚沼産新米こしひかり3kg
1,000株以上 新潟県魚沼産新米こしひかり5kg

2022年3月31日基準日の株主様
保有株式数 株主優待内容

100株以上1,000株未満 クオカード500円分
200株以上2,000株未満
継続保有期間1年以上の株主様 新潟県魚沼産新米こしひかり3kg

1,000株以上 クオカード1,000円分
2,000株以上
継続保有期間1年以上の株主様 新潟県魚沼産新米こしひかり5kg

【継続保有条件について】
継続保有期間1年以上とは
2022年3月31日基準日の株主優待の場合、同一株主番号で2021年3月
31日、2021年9月30日及び2022年3月31日時点の弊社株主名簿に記載
または記録されており、そのすべての時点で各保有株式区分以上である
ことが条件となります。
【変更の時期】
2022年３月31日を基準日とする株主優待制度から実施いたします。
※2021年３月31日を基準日とする株主優待制度は、現行の制度を適用いたします。



連結財務ハイライト Conso l ida ted  F inanc ia l  H i gh l i gh t s

連結財務諸表（要旨） Conso l ida ted  F inanc ia l  S ta tements

親会社株主に帰属する当期純利益
 （単位：百万円）

1株当たり当期純利益
 （単位：円）

1株当たり純資産額
 （単位：円）

売上高
 （単位：百万円）

24,73323,972 24,764

2017年
3月期

2018年
3月期

2019年
3月期

24,077

2020年
3月期

27,512

2021年
3月期

経常利益
 （単位：百万円）

2,568
2,780 2,716

2017年
3月期

2018年
3月期

2019年
3月期

2,722

2020年
3月期

2,683

2021年
3月期

営業利益
 （単位：百万円）

2,534 2,6622,528 2,599

2020年
3月期

2017年
3月期

2018年
3月期

2019年
3月期

2,598

2021年
3月期

1,697
1,857

2017年
3月期

2018年
3月期

2019年
3月期

1,739 1,789

2020年
3月期

1,866

2021年
3月期

75.2370.88
79.21

2017年
3月期

2018年
3月期

2019年
3月期

78.72

2020年
3月期

83.11

2021年
3月期

1,471.42
1,346.35 1,421.45

2017年
3月期

2018年
3月期

2019年
3月期

2020年
3月期

2021年
3月期

1,628.241,628.24
1,539.49

●連結損益計算書 （単位：百万円）
期別

科目
前期

2019年4月 1 日から（2020年3月31日まで）
当期

2020年4月 1 日から（2021年3月31日まで）
売 上 高 24,077 27,512
売 上 原 価 16,355 18,725
売 上 総 利 益 7,721 8,787
販売費及び一般管理費 5,059 6,188
営 業 利 益 2,662 2,598
営 業 外 収 益 132 146
営 業 外 費 用 72 61
経 常 利 益 2,722 2,683
特 別 利 益 0 64
特 別 損 失 70 7
税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 2,652 2,740
法人税、住民税及び事業税 871 808
法 人 税 等 調 整 額 △9 65
法 人 税 等 合 計 862 874
当 期 純 利 益 1,789 1,866
親会社株主に帰属する当期純利益 1,789 1,866

●連結貸借対照表 （単位：百万円）
期別

科目
前期

（2020年3月31日現在）
当期

（2021年3月31日現在）

資　産　の　部
流　動　資　産 28,006 29,794
固　定　資　産 13,597 14,210
　有形固定資産 7,817 7,602
　無形固定資産 953 763
　投資その他の資産 4,826 5,844
資 　 産 　 合 　 計 41,604 44,004

負　債　の　部
流　動　負　債 6,057 6,709
固　定　負　債 811 883
負 　 債 　 合 　 計 6,869 7,592

純 資 産 の 部
株　主　資　本 33,965 35,136
　資本金 3,358 3,358
　資本剰余金 3,711 3,711
　利益剰余金 28,193 28,654
　自己株式 △1,298 △587
その他の包括利益累計額 769 1,275
　その他有価証券評価差額金 759 1,202
　為替換算調整勘定 74 93
　退職給付に係る調整累計額 △64 △20
純 資 産 合 計 34,735 36,412
負 債 ・ 純 資 産 合 計 41,604 44,004

●連結キャッシュ・フロー計算書 （単位：百万円）
期別

科目
前期

2019年4月 1 日から（2020年3月31日まで）
当期

2020年4月 1 日から（2021年3月31日まで）
営業活動によるキャッシュ・フロー 2,228 3,233
投資活動によるキャッシュ・フロー △2,030 △1,278
財務活動によるキャッシュ・フロー △808 △700
現金及び現金同等物に係る換算差額 △25 23
現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △636 1,278
現金及び現金同等物の期首残高 12,706 12,069
現金及び現金同等物の期末残高 12,069 13,348

※2021年4月1日付で普通株式1株につき2株の割合で株式分割を行っておりますが、2017年3月期の期首に
株式分割が行われたものと仮定して1株当たり当期純利益及び1株当たり純資産額を算定しております。



会社・株式情報（2021年3月31日現在） Corpora te  P ro f i l e

会社概要
商 号 前澤給装工業株式会社
本 社 東京都目黒区鷹番二丁目14番4号
資 本 金 33億5,890万円
創 業 1937年7月15日
設 立 1957年1月23日
従 業 員 数 498名（連結）　364名（単体）

役員（2021年6月25日現在）
代 表 取 締 役 社 長 谷 合 祐 一
常 務 取 締 役 村 田 秀 明
取 締 役 杉 本 博 司
取 締 役 谷 　 口 　 陽 一 郎
社 外 取 締 役 吉 川 彰 宏
社 外 取 締 役 飯 島 康 夫
常 勤 監 査 役 檀 原 由 樹
社 外 監 査 役 菅 納 敏 恭
社 外 監 査 役 金 森 　 亨

当社グループ
連結子会社
　  QSOインダストリアル株式会社
　  前澤給装（南昌）有限公司
　  前澤リビング・ソリューションズ株式会社

大株主
株　主　名 持株数

（千株）
持株比率
（％）

前 澤 工 業 株 式 会 社 624 5.58
前 澤 化 成 工 業 株 式 会 社 624 5.58
株式会社日本カストディ銀行（信託口） 369 3.30
日 本 生 命 保 険 相 互 会 社 366 3.27
前 澤 給 装 工 業 従 業 員 持 株 会 350 3.13
重 田 康 光 336 3.01
日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 331 2.97
株 式 会 社 り そ な 銀 行 320 2.87
株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 320 2.86
第 一 生 命 保 険 株 式 会 社 288 2.58

（注）1．  当社は自己株式318,544株を保有しておりますが、上記大株主から
除いております。

 　　2．  持株比率は自己株式を控除して計算しております。

株主メモ
事 業 年 度 4月1日から翌年3月31日まで
定 時 株 主 総 会 毎年　6月
配 当 金 受 領
株 主 確 定 日

期末配当金　3月31日
中間配当金　9月30日

株 主 名 簿 管 理 人
特別口座管理機関 三菱UFJ信託銀行株式会社

同 連 絡 先 東京都府中市日鋼町1-1
電話0120-232-711（通話料無料）

郵 送 先 〒137-8081　新東京郵便局私書箱第29号
三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部

単 元 株 式 数 100株

公 告 方 法
電子公告の方法により行います。
ただし、電子公告によることができない
事故その他やむを得ない事由が生じた場
合は、日本経済新聞に掲載して行います。

公 告 掲 載 U R L https://www.qso.co.jp
（ご注意）
・株主様の住所変更、単元未満株式の買取請求、配当金の振込指定その他各

種お手続きにつきましては、お取引口座のある証券会社にお問い合わせく
ださい。

・特別口座に記録された株式に関する各種お手続きにつきましては、上記特
別口座管理機関（三菱UFJ信託銀行）にお問い合わせください。

・未受領の配当金につきましては、三菱UFJ信託銀行本支店でお支払いいた
します。

（1）発行可能株式総数 47,000,000株
（2）発行済株式の総数 11,500,000株

（自己株式　318,544株を含む）
（3）株主数 8,585名

株式の状況

金融機関
25.8％

金融商品取引業者
3.0％

その他の法人
27.9％

個人・その他
32.1％

外国法人等
11.2％  

所有者別
株式分布状況

（注）  所有者別株式分布状況は、自己株式（318,544株）を控除して計算し
ております。

当社は、2021年4月1日を効力発生日として普通株式
1株につき2株の割合で株式分割を行っております。

◦株式分割の目的：
当社株式の投資単位当たりの金額を引き下げること
により、投資しやすい環境を整備し、より一層の投
資家層の拡大と株式の流動性の向上を図ることを目
的としております。

◦2021年4月1日現在、当社の発行可能株式総数は
92,000,000株 に、 ま た 発 行 済 株 式 の 総 数 は
23,000,000株にそれぞれ増加しております。

株式分割のお知らせ




